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集計版

10. 返戻・公示

10.1. 返戻・公示処理

1360 10.1.1. 返戻者情報管理

通知書等の返戻者情報の管理（登録、修正、削除）ができること。

＜返戻者情報＞
・調査記録（調査結果）
・調査員
・決裁日

以降調整中

■課税処理_課税照会
222:公示送達:納付書、督促状等について返戻分の管理ができること。また対象者一覧などが出力できるこ
と。

■5.3 当初賦課_5.3.3 当初通知書作成【調査記録】
440:納税通知書返戻に伴う調査から再発送（公示送達）までの処理状況を入力できる
441:(1) 年度、税目毎に調査記録（調査員、処理状況）が登録できる
442:(1) 年度、税目毎に調査記録（調査員、処理状況）が修正できる
451:(1) 登録・修正された調査記録（調査員、処理状況）の照会できる
452:(1) 公示情報（公示日、調定額等）の照会できる
453:(2) 表示された調査記録を年度で絞り込める
454:(2) 表示された調査記録を税目で絞り込める
455:(3) 登録・修正履歴を保持する
456:登録・修正時の調査記録が表示できる
457:(4) 登録されている調査記録を印刷することができる
458:(1) 該当者を以下の項目で検索できる
　　　　カナ氏名、漢字氏名、英数字、住所、生年月日、住登外区分、宛名番号、個人番号、法人番号、詳細
検索、検索履歴、管理人から検索、完全一致検索

■返戻・公示処理_返戻者情報管理
270:通知書等の返戻者情報（調査状況・結果、返戻日、課税年度　等）の管理（登録、修正、削除）ができる
こと。返戻者情報の一括登録ができること。
271:返戻情報は公示情報とは別で管理できること。
272:返戻情報は、督促状停止、公課証明書の発行抑制等のシステム制御ができること。
273:公示送達調査経過の起案用に、返戻情報(通知書番号、所有者氏名住所、調査経過)を出力できること。

発送した通知書が返戻された場合は、送付先変更処理または公示送達を行うこととなりますが、システム外で運用している団体もあるため、オプション機能と判断いたし
ました。

【事務局案】
・本要件の機能名称を次のとおりといたします。
旧「返戻者情報管理」
新「返戻処理」

・本要件の事務局案は次のとおりといたします
旧「通知書等の返戻者情報の管理（登録、修正、削除）ができること。
　　＜返戻者情報＞
　　・調査記録（調査結果）
　　・調査員
　　・決裁日　」
新「納税義務者ごとに返戻関係情報が管理（設定、保持、修正）ができること。
　　＜返戻関係情報＞
　　・返戻の有無
　　・返戻のあった納税通知書・更正決定通知書・納付書の別
　　・送付先にかかる調査結果
　　・公示送達の対象者フラグ
　　・公示日　」（オプション機能）

【事前確認事項】
・全団体にお聞きします、返戻にかかる情報を、次のうちのどこで管理しているかご教示ください。
　①納税義務者マスタ（経年管理）
　②名寄帳（年度管理）
　③課税台帳（年度管理）
　④システム外で管理（Excel等）

・全団体にお聞きします。返戻にかかる情報として、管理している帳票は納税通知書・更正決定通知書・納付書で、過不足がないかご確認ください。

【事務局修正案】
・本要件は名寄帳上の情報として管理することといたします。そのため、6.2.1.名寄帳情報に「返戻関係情報」を記載いたします。
　
・各団体の回答を踏まえ、返戻関係情報に「返戻日、再送付日」を追加いたします。

・各団体の回答を踏まえ、返戻関係情報を管理する帳票を次のとおりといたします。
旧「・返戻のあった納税通知書・更正決定通知書・納付書の別」
新「・返戻のあった納税通知書等・更正決定通知書等・償却資産申告書等の別」
※納付書については納税通知書等に含まれております。
※償却資産申告書等の督促状については、償却資産申告書等の返戻関係情報で管理するため、要件化しない。

【備考】
・更正決定通知書を価格と税額分けるかについては帳票WTにて検討いたします。
・督促状・口座不能通知は収滞納業務の要件として記載します（B市）。
・返戻及び再送付が複数回行われた場合は、返戻日、再送付日の項目では最新の日付を管理する想定です。（F市、K市）
・担当者は送付先にかかる調査結果で管理いただく想定です（G市）。
・口振の有無については、収滞納業務で要件化します（G市）。
・返戻後の処理の管理について、「必要：9団体／不要：2団体」とされておりますが、返戻関係情報の各項目の入力状況に応じて確認できる想定です。（C市、F市、G
市、H市）
・償却資産申告書等の返戻関係情報の管理については、処理件数も少ないとのご意見をいただいたため、オプション機能と判断いたしました。（G市、D市、K市）
・共有者用納税通知書の返戻関係情報の管理も行いたいとのご意見がありますが、本要件は納税義務者ごとに管理を行う想定であるため、共有者ごとに返戻関係情報の管
理もできる想定です。（I市）

【別要件の事務局修正案】
・9.2.8.の固定資産税関係証明書の発行の際のアラート要件について、「返戻がある場合の公課証明書を発行する際のアラート」をオプション機能として追加いたしま
す。（I市）

見切れの
ため行追
加

・全団体にお聞きします。返戻にかかる情報について、たたき台に列挙している項目で過不足がないか、ご確認ください。
　また、返戻後の処理状況の管理についても要否をお聞かせください（例えばC市においては「440:納税通知書返戻に伴う調査から再発送（公示送達）までの処理状況を
入力できる」の機能要件があります。）
　たたき台案では公示送達の対象者フラグを管理することとしておりますが、問題ないかご確認ください。

・全団体にお聞きいたします。返戻情報による公課証明書の発行抑制等の機能（I市仕様書に記載あり。）を実装しているか確認させてください。

・また、I市における次の機能のうち、公課証明書の発行抑制機能の利用頻度をご教示ください。なお、督促状にかかる発行抑止機能については、収滞納側の機能要件に
て検討することといたします。
「272:返戻情報は、督促状停止、公課証明書の発行抑制等のシステム制御ができること。」

1370 10.1.2. 返戻処理

各種返戻処理（公示送達、指定納期設定、送付先変更、納税承継人・納税管理人設定）ができる
こと。

■5.3 当初賦課_5.3.3 当初通知書作成【調査記録】
443:(2) 登録を行う際、過去の処理状況をコピーすることができる
444:(2) 修正を行う際、過去の処理状況をコピーすることができる
445:公示日の登録が行える
446:公示日登録後、変更確認票が印刷できる
447:公示日の解除が行える
448:公示日解除後、変更確認票が印刷できる
449:納期限の変更が行える
450:納期限変更後、変更確認票が印刷できる

■返戻・公示処理_返戻処理
274:調査結果に基づき、各種返戻処理（公示送達、指定納期設定、送付先変更、納税承継人・納税管理人設定
等）ができること。
275:現地調査用の調査票が出力できること。

10.1.1.と同様にオプション機能と判断しております。 【事務局案】
・本要件の事務局案は次のとおりといたします。
旧「各種返戻処理（公示送達、指定納期設定、送付先変更、納税承継人・納税管理人設定）ができること。」
新「納期限を再設定できること。」（オプション機能）

【事前確認事項】
・全団体にお聞きいたします。返戻処理における納期限の再設定（C市及びI市の仕様書に記載あり。）について、次のうちどの運用としているか確認させてください。
　①　対象を指定して個別に納期限を再設定している。
　②　返戻のあった者に対する納期限を一括して再設定している。
　③　①及び②

　また、納期限を再設定した場合に、納税通知書、納付書をシステムから再発行（または手書きによる処理）しているか確認させてください。

【備考】
・WTにて検討を行い、必須機能とするか、オプション機能とするか判断いたします。

【事務局修正案】
・返戻のあった納税義務者ごとに納期限を再設定できる機能を必須機能とし、一括で再設定できる機能をオプション機能といたします。
旧「納期限を再設定できること。」
新「返戻のあった納税義務者に対して、個別に納期限を再設定できること。
　　返戻のあった納税義務者に対して、一括で再設定できること。」

・納期限の再設定の処理単位（個別・一括）で、納税通知書、納付書を発行できる機能を新規で要件化いたします。

【備考】
個別：８団体（G市償却）／一括：２団体（G市土地家屋）／両方：１団体

1380 10.1.3.
公示送達対象者
抽出

公示送達対象者の一覧をリスト等で抽出できること。 ■返戻・公示処理_公示送達対象者抽出
276:公示送達対象者の一覧をリスト等で抽出できること。
■返戻・公示処理_公示送達処理
277:調査の結果、宛先不明のものについて公示送達の処理ができること。公示送達の調査経過を管理（登録、
修正、削除）できること。
■返戻・公示処理_公示送達文書作成
278:公示送達文書を作成できること。

10.1.1.と同様にオプション機能と判断しております。 【事務局案】
・本要件の事務局案はオプション機能といたします。

【事前確認事項】
・全団体にお聞きします。現行運用において、固定資産税システムから公示送達対象者の一覧をリストを出力しているか、確認させてください。

【事務局修正案】
・各団体の運用を踏まえて、本要件をオプション機能といたします。

【備考】
　出力している：２団体　／　出力していない：４団体　／　システム外から出力：５団体

11. 調定・統計

11.1. 調定処理

1390 11.1.1. 調定処理

当初賦課処理及び更正処理に係る調定処理を一括で行うことができること。 ■共通_当初納税通知書_収納システム連携
67:収納システムに連携できること

■共通_賦課更正_随時賦課更正
527:収納システムに連携できること。
■共通_当初賦課_当初収納データ作成
533:賦課情報より課税状況を抽出し、収納システム連携データが作成できること。
一括減免などの納税通知書発送前の更正を反映した状態で作成する。

■調定処理_調定処理
282:当初賦課処理及び更正処理に係る調定処理を一括で行うことができること。
■賦課情報等受渡_賦課（調定）情報受渡
293:収滞納業務と連携し、賦課（調定）情報（更正処理時の異動情報を含む）を受け渡すことができること。

調定表については、帳票WTにて検討いたします。 【事務局案】
・調定表については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

【事前確認事項】
調定表については、帳票WTにて検討いたしますが、次について確認させてください。

・D市にお聞きします。D市における次の機能の用途と必要性について確認させてください。
「309:調定更正計算がシステム上可能であること」

・I市にお聞きします。I市における次の機能の用途と必要性について確認させてください。
「285:当該年度に対する異動更正について、物件からの異動更正（物件更正処理後の税額名寄処理）処理、また税額更正（税額を直接修正する調定異動処理）ができるこ
と。」

【備考】
・D市の次の要件について、帳票WTにて検討することといたします。
「309:調定更正計算がシステム上可能であること」

・I市の次の要件について、7.1.3.強制修正機能にて検討することといたします。
「285:当該年度に対する異動更正について、物件からの異動更正（物件更正処理後の税額名寄処理）処理、また税額更正（税額を直接修正する調定異動処理）ができるこ
と。」

1400 11.1.2. 調定表作成1

調定表(現年度分、過年度分(過去5年間))を合計・個人・法人別で作成できること。

＜調定情報＞
・義務者識別番号
・相当年度
・台帳履歴番号
・期別コード
・調定年度
・調定額
・固定内訳額
・都計内訳額
・納期限年月日

■帳票_各種資料・帳票作成（随時）
170:バッチ処理により調定書(当初･随時)が作成できること。

■5.3 当初賦課_5.3.4 当初調定表作成【当初調定表の出力】
459:当初賦課決定したものを基に、調定表を作成する。
460:１調定表の出力
461:・現年度の調定表が出力できる
462:・年度が選択できる
463:・抽出期間を指定できる
■5.4 更正_5.4.4 更正調定表作成【更正調定表作成の出力】
535:更正処理結果を基に、更正分調定表を作成する。
536:１調定表の出力
537:・現年度、過年度の調定表が出力できる
538:・年度が選択できる
539:・抽出期間を指定できる

■共通_当初賦課_当初調定表出力
562:当初の賦課情報を基に当初調定表が作成できること。
■共通_帳票作成_調定表出力
567:当初賦課後又は賦課更正後に調定データを残しておき、今回と前回のデータから調定額集計表が出力でき
ること。

■調定処理_調定表作成1
283:調定表(現年度分、過年度分(過去5年間))を合計・個人・法人別で作成できること。

調定表については、帳票WTにて検討いたします。 【事務局案】
・調定表については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

1410 11.1.3. 調定表作成２

土地、家屋、償却資産別かつ最新年度、最新年度及び過去５年間分の情報が作成でき、以下の集
計値が網羅できること。

＜固定資産税における集計値＞
・評価額
・課税標準額
・住宅軽減（家屋）
・減免税額
・共用土地等課税標準額
・猶予額
・持分年税額
・合計年税額
・期別税額
・納税者数
・土地家屋件数
・償却資産件数

＜都市計画税における集計値＞
・課税標準額
・減額（土地）
・減免税額
・共用土地等課税標準額

＜調定税額における集計値＞
・納税義務者数の合計
・年税額
・期割税額

■帳票_予算資料
185:課税年度ごとに、土地、家屋、償却ごとの課税標準額の内訳がある調定表が作成できること。

■5.3 当初賦課_5.3.4 当初調定表作成【減免対象者の減免額のリスト】
464:２減免対象者の減免額のリストを出力
465:・年度が選択できる
466:・抽出期間を指定できる
467:・印刷順序が選択できる（通知書番号、処理日順、宛名番号）
468:・EUCでも抽出できること
469:・帳票を加工できること（Ｉ）
■5.3 当初賦課_5.3.4 当初調定表作成【固定税変集計】
470:３固定税変集計表の出力
471:・現年度の集計表が出力できる
472:・年度が選択できる
473:・抽出期間を指定できる
■5.3 当初賦課_5.3.4 当初調定表作成【評価調書】
474:４評価調書の出力
475:・EUCでも抽出できる
476:・年度が選択できる
477:・所在地を指定できる
478:・地目を指定できる
479:・土地･家屋の非課税分を出す、出さないの選択ができる
480:・土地評価調書、家屋評価調書を選択できる

■共通_調定結果集計_調定処理結果出力
106:課税内容の集計を行い印刷できること
　※期日指定して再印刷できることが望ましい
　※現在は月次で集計を行なっている
　※月次が難しい場合は、当初課税時と年度最終の集計ができること
107:集計表の範囲は、課税年度別、区別とし、区を合計した市全体も集計すること
108:今回の集計結果、前回の集計表結果、その差引結果の３種類を一覧表として印刷できること
■共通_調定結果集計_印刷項目
109:調定日、賦課区、課税年度、調定年度、集計年月日
110:前回の集計結果、今回の集計結果、前回との差引額の表示
＜固定資産税＞
評価額、課税標準額、住宅軽減（家屋）、減免税額、共用土地等課税標準額
＜都市計画税＞
課税標準額、減額（土地）、減免税額、共用土地等課税標準額
＜調定税額＞
納税義務者数の合計、年税額、期割税額

■調定処理_調定表作成2
284:土地、家屋、償却別かつ最新年度、最新年度及び過去５年間分の情報が作成でき、以下の集計値が網羅で
きること。
評価額、免点額、特例額、課税標準額、算出税額、軽減・減免、猶予額、持分年税額、合計年税額、期別税
額、納税者数、土地家屋件数、償却資産件数

調定表については、帳票WTにて検討いたします。 【事務局案】
・調定表については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

1420

■5.4 更正_5.4.4 更正調定表作成【減免対象者の減免額のリスト】
540:２　減免対象者の減免額のリストを出力
541:・年度が選択できる
542:・抽出期間を指定できる
543:・印刷順序が選択できる（通知書番号、処理日順、宛名番号）
544:・EUCでも抽出できること
545:・帳票を加工できること（Ｉ）
■5.4 更正_5.4.4 更正調定表作成【固定税変集計】
546:３　固定税変集計表の出力
547:・現年度、過年度、随時の集計表が出力できる
548:・年度が選択できる
549:・抽出期間を指定できる
■5.4 更正_5.4.4 更正調定表作成【税額異動チェックリスト】
550:４　税額異動チェックリストの出力
551:・抽出期間を指定できる
552:・印刷順序を指定できる

1430 11.1.4. 異動更正処理

当該年度に対する異動更正について、固定資産からの異動更正（更正処理後の税額名寄処理）処
理、また税額更正（税額を直接修正する調定異動処理）ができること。

■課税_その他_全般
309:調定更正計算がシステム上可能であること。

■調定処理_異動更正処理
285:当該年度に対する異動更正について、物件からの異動更正（物件更正処理後の税額名寄処理）処理、また
税額更正（税額を直接修正する調定異動処理）ができること。

調定表については、帳票WTにて検討いたします。 【事務局案】
・調定表については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

11.2. 各種統計処理

1440 11.2.1.
各種統計資料作
成

指定の報告様式で概要調書の作成（データ、紙）ができること。 ■帳票_各種資料・帳票作成（年次）
153:概要調書や変動割合資料用のファイルが作成でき、総務省様式への転記が不要であり、物件の確認を行う
為の補足資料が作成できること。
154:家屋概要調書用のデータが作成できること
164:概要調書や変動割合資料用のファイルが作成でき、総務省様式への転記が不要であり、物件の確認を行う
為の補足資料が作成できること。

■5.7 統計_5.7.1 統計情報作成報告
559:（２）概要調書の作成のためにデータの抽出、加工、編集及び県指定のエクセルデータに出力することが
できる。
561:（３）総評価見込み等県からの照会に対応した帳票が出力できること

■土地_統計資料_概要調書
244:国または県が指定する報告データの作成、印刷及び出力ができること。
245:国または県が指定する報告データの作成、印刷及び出力ができること。
■共通_統計資料_概要調書
147:国に提出する概要調書が作成できること
※様式そのものでなくても、必要項目があれば可
■家屋_統計資料_概要調書
307:国の指定に従って報告データを作成し、印刷及びエクセル形式で出力できること
■償却_統計資料_概要調書
390:国または県が指定する報告データの作成、印刷及び出力ができること

■共通_概要調書_概要調書作成
574:課税情報より概要調書を作成できること。
575:県指定の補足調査表を作成できること。

■各種統計処理_各種統計資料作成
286:指定の報告様式で各種統計資料（課税状況調、字別課税状況調、概要調書、総評価見込等調、交付税に関
する調、土地・建物利用状況調査、死亡者課税物件の一覧リスト、来年度新規課税者リスト、価格決定リス
ト、土地家屋の評価調書、評価変動割合等調等）の作成(データ、紙)ができること。
なお、概要調書作成時の「棟数」として、区分所有家屋の規約共用部等を、１棟の中に含まれる場合と、別棟
となる場合のどちらにも対応できること。
287:概要調書と同様、回答する様式に数値を入れた報告用データも作成できること。
■各種通知発行_不動産取得通知書
235:都道府県様式の不動産取得通知を出力できること。
236:都道府県様式で必要なデータ項目を全て出力できること。
■物件情報照会_照会回答情報作成
279:他自治体、法務局、税務署等からの物件照会を受付け、回答文書の作成に必要な情報（現況情報、課税情
報等）をデータで出力できること。
■物件情報照会_照会
280:対象者の物件所有の有無を年度をまたいで検索できること。
281:対象者にかかる所有権移転の一覧（もしくは年度間での異動のリスト等）を抽出できること。

固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討いたします。
※概要調書の作成機能については、サブシステム側で実装することも可とする。

【事務局案】
・本要件の機能名称を次のとおりといたします。
　旧「各種統計資料作成」
　新「固定資産税関係統計資料」

・固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

【事前確認事項】
・本要件は帳票要件にて検討いたしますが、評価変動割合等調については、土地・家屋評価システム側で作成しているか確認させてください。

・国または都道府県宛の報告書について、それぞれどのシステムで作成しているか、ご教示ください。（別紙①　回答様式にご回答ください。）

1450 11.2.2.

指定の報告様式で総評価額見込等調の作成（データ、紙）ができること。 ■帳票_各種資料・帳票作成（年次）
156:翌年向けの家屋異動状況で、種類、構造別の課税床面積、評価の変動を把握し、「家屋総評価見込」を作
成できること。
158:バッチ処理により総評価見込の資料が作成できること。

■共通_統計資料_総評価見込み
148:翌年の総評価見込みをの提出に必要な報告書が作成できること
■家屋_統計資料_総評価見込
308:国の指定に従って報告データを作成し、印刷及びエクセル形式で出力できること

■土地_土地諸リスト出力_土地総評価見込
134:総評価見込みを作成するための基礎資料が出力できること。
■家屋_家屋総評価見込_総評価作成
338:家屋に関する総評価見込額調を作成する為に必要な、参考資料が作成できること。家屋の異動データよ
り、新築・増築・滅失分家屋の一覧と用途・構造別の情報がデータ抽出できること。

固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討いたします。 【事務局案】
・固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

1460 11.2.3.

指定の報告様式で評価変動割合等調の作成（データ、紙）ができること。 ■帳票_各種資料・帳票作成（年次）
153:概要調書や変動割合資料用のファイルが作成でき、総務省様式への転記が不要であり、物件の確認を行う
為の補足資料が作成できること。
164:概要調書や変動割合資料用のファイルが作成でき、総務省様式への転記が不要であり、物件の確認を行う
為の補足資料が作成できること。

■5.7 統計_5.7.1 統計情報作成報告
560:（３）評価変動割合等県からの照会に対応した帳票が出力できること

■土地_土地諸リスト出力_土地評価調書作成
139:一筆毎の評価・課税情報が一覧で出力できること。
■家屋_家屋諸リスト_家屋評価調書
355:必要に応じて家屋情報より、家屋一棟毎の所有者情報・登記情報・評価情報がデータ抽出できること。
また、事由別に床面積・価格等の情報がデータ抽出できること。

固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討いたします。 【事務局案】
・固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

1470 11.2.5.

各種統計資料（課税状況調、字別課税状況調、交付税に関する調、土地・建物利用状況調査、死
亡者課税固定資産の一覧リスト、来年度新規課税者リスト、価格決定リスト、土地家屋の評価調
書等）の作成に必要なデータ項目の抽出ができること。
※EUC機能による抽出でも可とする。

■家屋_不動産取得税
450:新規登録した新増築（課税漏れ含む）情報を、と同府県指定の連続用紙に出力し、不動産価格通知書を作
成できること。(不動産取得税（都道府県税）の課税に係る情報を県に通知するため。)
451:都道府県指定様式にて不動産価格通知書が作成できること。

■5.7 統計_5.7.1 統計情報作成報告
557:都道府県に報告するための、各種統計（集計）情報に必要な情報を出力する。
558:（１）ベンダーによる集計処理
562:（４）不動産取得通知書を出力する機能（登記年月日、処理年月日、登記事由、処理事由を選択して出力
可能なもの）を有する
563:DV被害者のチェックができる

■共通_交付税検査時提出用異動物件一覧表_異動物件一覧表出力
111:過去3年分、当初課税時から決算までに賦課更正を行った物件の物件情報を一覧でPDFやCSV等の形式で出
力できること
112:更正前の物件情報と更生後の物件情報との差引結果を出力できること
113:賦課区、課税年度、調定年度、納税義務者番号物件更正理由、物件更正年月日
114:更正前と更正後の内容
区分（土地・家屋・償却資産）、種類（課税地目、構造）、面積（課
税地積、床面積）
＜固定資産税＞
評価額、課税標準額、住宅軽減（家屋）、減免税額、共用土地等課税標準額
＜都市計画税＞
課税標準額、減額（土地）、減免税額、不均一減税額（家屋）、共用土地等課税標準額
■共通_死亡者リスト_死亡者情報データ出力
128:死亡した固定資産税に関連する納税義務者の宛名情報をデータ出力できること
129:納税義務者の納税義務者番号、住所、方書、氏名、死亡年月日が出力されること
■共通_死亡者リスト_相続人代表者届出書
130:定期的に死亡した納税義務者の相続代表者届出書を作成し印刷できること
131:納税義務者の納税義務者番号、住所、方書、氏名、死亡年月日が印字されていること

■土地_土地諸リスト出力_非課税一覧表
140:非課税物件を一覧にした非課税土地の情報がデータ抽出できること。
■土地_土地諸リスト出力_登記通知書処理件数調
152:翌年用に異動があった物件を校区ごと、事由別に集計した情報がデータ抽出できること。
■家屋_家屋異動_現況異動
271:家屋の新規登録処理を行った際に，該当物件の家屋評価調書が作成できること。
■家屋_家屋諸リスト_家屋構造別・町別集計表
356:家屋情報より、町コード別に木造・非木造毎の棟数床面積・評価額を集計した帳票またはデータが出力で
きること。
■家屋_家屋諸リスト_建築年次別現存・滅失家屋の棟数調
363:統計管理の為、建築年別に現存・滅失家屋の棟数を集計した帳票またはデータが出力できること。
■家屋_家屋諸リスト_住宅家屋に係る建築年次別決定価格等の調
364:統計管理の為、建築年別に住宅家屋の評価額等の情報がデータ抽出できること。
■家屋_家屋諸リスト_軽減税額に関する調
365:軽減コード毎に床面積・軽減額等を集計した帳票がまたはデータが出力できること。（調定見込資料）
■家屋_家屋諸リスト_家屋新増設分集計表
366:地区別に軽減家屋の床面積・軽減額等を集計した帳票が出力の情報がデータ抽出できること。（調定見込
資料）

固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討いたします。 【事務局案】
・固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

■共通_死亡者リスト_相続税法用通知書
134:相続税法第58条に準じて、税務署に死亡者の課税状況を報告するため、死亡者の所有物件を宛名番号別に
作成し印刷できること
※法定義務は無いが、慣習的に多くの市で行なっている
135:納税義務者の納税義務者番号、住所、氏名、死亡年月日が印字されていること
136:単独・共有を問わず、死亡者が所有する全ての物件抽出ができること
137:＜土地物件＞
・所在地町名、所在地地番、登記地目、登記地積、評価額
138:＜家屋物件＞
・所在地町名、所在地番、家屋番号、建物番号、種類、構造、床面積計、評価額
■共通_出国者リスト_出国した納税義務者リスト
139:出国者のうち固定資産税に関連する宛名情報をデータ出力出来ること
140:納税義務者番号・住所・氏名・出国年月日・出国先住所、送付先人の住所・氏名が項目として出力される
こと
■共通_出国者リスト_出国した送付先人リスト
141:定期的に出国者が送付先に登録されている納税義務者を抽出し、データ出力または印刷できること。ＥＵ
Ｃ対応でも可
142:出国した送付先人の宛名番号・住所・氏名と、納税義務者の納税義務者番号・住所・氏名が出力又は印字
の項目にあること

■家屋_家屋諸リスト_県・税務署用提出リスト
369:県・税務署用に新築・増築の物件の情報がデータ抽出できること。県提出用で所有者が共有の場合は、構
成員の情報がデータ抽出できること。
■家屋_家屋諸リスト_登記済通知書受領調
372:翌年用に異動があった物件を事由別の情報がデータ抽出できること。
■共通_帳票作成_減免税額集計表出力
568:減免税額集計表（土地・家屋）を出力できること。
■共通_交付税_交付税資料
579:更正のあった物件より、交付税検査資料を作成できること。

■共通_統計資料_交付税検査
146:国が行う交付税検査に対応した報告書が作成できること
※様式そのものでなくても、必要項目があれば
■家屋_家屋データ出力_不動産取得税
305:別紙「不動産取得税補記データレイアウト」で報告用データ作成・データ出力ができること
※財務事務所のデータレイアウトの修正に対応できること
■家屋_統計資料_交付税検査資料
309:物件更正により税相当額が変更となった物件の交付税検査用資料を作成し、検索できる形式でファイル出
力できること
■償却_統計資料_申告件数の表示
386:申告件数を日ごと、月ごと、申告区分ごとに集計したリストが出力できること。
■償却_統計資料_税額別義務者
387:任意の税額範囲の義務者リストを出力できること※実地調査対象者抽出に使用
■償却_統計資料_資産件数
388:任意の資産件数範囲の義務者リストを出力できること※実地調査対象者抽出に使用
■償却_統計資料_登録事由別義務者
389:償却資産対象者となった理由別に資産数範囲を指定して納税義務者の一覧表を印刷できること※実地調査
等で使用

1480 11.2.6.

課税データをCSV形式で出力できること（土地：一筆ごと、家屋：一棟ごと、償却：一品ごと・納
税義務者ごとに出力できること）。
※EUC機能による抽出でも可とする。

■各種統計処理_各種統計資料作成
289:課税データをCSV形式で出力できること（土地：一筆ごと、家屋：一棟ごと、償却：一品ごと・納税義務
者ごとに出力できること）。

固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討いたします。 【事務局案】
・固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

1490 11.2.7.
年度を選択し、異動固定資産の一覧が出力できること。
※EUC機能による抽出でも可とする。

■共通_賦課・証明管理_賦課異動把握
593:土地/家屋/償却などの資産の異動状況が把握できること。

■各種統計処理_各種統計資料作成
290:年度を選択し、異動物件の一覧が出力できること。

固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討いたします。 【事務局案】
・固定資産税関係統計資料については、帳票WTにて検討するため、たたき台の記載を削除いたします。

1500 11.2.8.
次年度予算見込
み作成

次年度予算見込み作成のために、課税シミュレーションができること。 ■帳票_予算資料
184:次年度税収を前もって把握するため、賦課情報を仮作成し、次年度の調定表が作成できること。
■家屋_予算資料
452:評価替え年前年において、上昇率を仮設定し、評価替え計算を仮に行い、次年度の賦課情報（調定表）を
出力する。

■土地_土地諸リスト出力_予算・統計用の各種集計表
148:予算・統計資料用に土地情報を基に各種集計表が出力できること。
（内訳：1.町字／町／地目別町別集計表　
　　　　2.４１１条集計表　
　　　　3.地目別集計表　
　　　　4.路線・標準別集計表）

■各種統計処理_各種統計資料作成
288:歳入予算見込み用のデータ作成が任意のタイミングでできること。（新規評価単価、時点修正等を反映
後）（都市計画税率を変更した場合のシミュレーション等）

次年度予算見込み作成機能を固定資産税システム以外のシステムで実装している場合があるため、オプション機能と判断いたしました。 【事務局案】
・本要件の事務局案はオプション機能といたします。

【事前確認事項】
・全団体にお聞きします。次年度予算見込み作成またはその他の目的ため、システム上、課税シミュレーションを行う機能が実装されているかご教示ください。
　実装されている団体においては、具体的にどのような情報（数値）がシミュレーションにより作成されるのか、また、シミュレーションの前提としてどのような情報
（数値）を入力しているのかご教示ください。

【事務局修正案】
・各団体の運用を踏まえて、オプション機能といたします。

【備考】
・実装有り：７団体
　実装無し：４団体（C市はSE対応と判断いたしました。）
・「次年度向けの土地の時点修正率や家屋の変動率を入力して課税シミュレーションができれば事務の効率化に繋がる。」とのご意見をいただいておりますが、評価にか
かる項目のため、標準化検討対象外となります。

1510 11.2.9. EUC

EUC機能（汎用のデータ抽出機能）を有していること。
・任意の抽出条件を指定し、条件に該当するデータを抽出できること。
・テーブル結合によるデータ抽出もできること。
・抽出結果は、CSVなど加工可能なデータ形式で出力できること。
・任意の抽出条件を保存することができ、保存した条件でデータ抽出ができること。

■共通_共通
37:任意のデータ、任意の職員、任意のタイミングで抽出を行えること。
■帳票_各種資料・帳票作成（年次）
160:廃止した路線番号を指定し、その番号が使用されていないことを確認（チェック）できること（EUCでも
可）。
161:人的非課税と減免登録の該当者が抽出できること（EUCでも可）。
■帳票_各種資料・帳票作成（随時）
171:バッチ処理、EUC等により全棟集計作成処理ができること。（課税漏れ物件を評価するため建築年及び構
造・種類ごとの床面積、決定価格、再建築費総評点等を集計したもの）
■帳票_EUC
172:任意データの抽出:プログラムの操作をおこなうことなく、任意にデータの抽出が主管課職員でも容易に
できること。
173:任意抽出データの形式:任意に抽出したデータは表計算ソフトなどでも扱えるテキスト形式で作成できる
こと。
174:EUC操作の制限:権限の設定により、所属または職員単位でEUC操作を制限できること。
175:異動処理に係るチェックリストが出力できること。なお、チェックリストは変更項目が明示され、異動前
後の内容確認ができるものであること。
176:各台帳における所有者および納税義務者（共有含む）の住基情報は最新情報が表示できること。

■5.2 課税客体把握＿5.1.2　課税客体登録・修正【申告書等の届出による相続人代表者等の管理人登録】
143:４住基異動（転出・転入・死亡）をした人がＥＵＣで抽出できること
144:４の条件 物件を持っている者
145:４の条件 課税がある者
146:４の条件 異動日を指定できること
147:４の条件 届出日を指定できること
148:４の条件 年度（現年は1月1日/最新）の指定ができること
■5.3 当初賦課_5.3.2 課税決定【共通】
423:（１２）ＥＵＣ機能（評価額や間口、奥行き等の評価登録事項、課税標準額等の課税登録事項全て）を任
意に抽出ができること
424:EUC機能で抽出したデータをCS及びエクセルのデータとして抽出できること

■ＥＵＣ機能_データ抽出機能_全般
539:任意の抽出条件を指定し、条件に該当するデータを抽出・画面表示できること。
540:上記で抽出された結果をＸＬＳ／ＣＳＶ／ＸＭＬ形式でファイル出力できること。
541:ファイル変換した場合は変換を行った「職員名」「端末ＩＤ」「出力形式」「出力先」をログとして保存
できること。
542:ＥＵＣ機能は、加工に必要なマスタ項目と抽出条件を選択し、ＥＸＣＥＬ、ＡＣＣＥＳＳ等多様な形態で
切り出す機能を有すること。
543:ＥＵＣ機能では、一覧表や宛名シールの帳票選択ができ、抽出条件、出力順序、出力条件を組み合わせて
必要に応じた出力機能を有すること。
■ＥＵＣ機能_データ抽出機能_土地
544:土地課税台帳一覧を抽出条件（対象年度、軽減（減免）切れ（適用）、字の範囲、地目、異動日）を指定
し作成できること。また、ＣＳＶデータとして出力できること。
545:土地単価一覧を抽出条件（対象年度、評価別単価）を指定し作成できること。また、ＣＳＶデータとして
出力できること。
546:字別地目別集計表を集計する単位（字、所有区分、地目、標準地）を指定し作成できること。また、ＣＳ
Ｖデータとして出力できること。

■土地_ハードコピー機能_画面ハードコピー
241:画面のハードコピー印刷ができること
　※システム本体で実装がなくても解決できれば可
■家屋_家屋データ出力_物件情報
306:宛名情報・物件情報等のシステム保有データを条件を指定しCSV形式等で出力できること
※出力できるデータ形式を具体的に明記すること
※公共事業の担当課が必要とするケースへの対応
■償却_納税義務者確認_死亡者・転出者
328:償却資産税対象者のうち、死亡者・転出者のリストが出せること
※事業をやめているかどうかの確認に必要
※現在は月次処理で行っている
※保守範囲であれば、EUC対応でも可
■償却_帳票_特例資産一覧
365:課税標準額特例適用者の納税義務者番号・区・登録資産名称・登録資産数が出力できること
※次年度の課税対象者抽出や、当初課税時の特例適用確認、実態調査に使用
※EUC対応でも保守範囲内であれば可
■償却_帳票_合算事業所一覧
366:合算事業所となっている納税義務者の一覧表を印刷できること
※宛名番号・名称・システム内の支店等の番号・支店等の名称・増加償却の有無・減免の有無
※システム外のチェック（申告状況等）で使用
※年に２回程度、保守範囲であればEUCでも可

■土地_土地諸リスト出力_全般
132:帳票だけでなく、CSVも出力できること。
■土地_評点数台帳_一覧表作成
184:状況類似地域毎に路線価一覧表（公開用）を出力できること。
■家屋_家屋諸リスト_全般
353:帳票だけでなく、データも出力できること。
■家屋_家屋諸リスト_軽減・特例・減免一覧表
354:家屋課税情報より、該当月又は、該当年に軽減・特例・非課税・減免等が行われた家屋を抽出したそれぞ
れの一覧表またはデータが出力できること。
■家屋_家屋諸リスト_分離課税一覧リスト
367:家屋と償却の両方に課税になっている物件を抽出した帳票が出力の情報がデータ抽出できること。
■家屋_家屋諸リスト_都市計画区分
375:土地や町字マスタとのマッチングにより都市計画区分のチェックを行えること（EUCを含む）。
■償却_償却諸リスト_償却異動チェックリスト作成
455:オンライン・バッチで更新した全品、全納税義務者の明細、課標の「異動チェックリスト」を更新前、更
新後の内容で随時に出力できること。（ＥＵＣなどによるデータ抽出でも可）
■償却_償却諸リスト_法人設立解散等調査リスト
456:法人市民税システムより異動データを受け取り、法人事業所開設閉鎖等調査表の情報がデータ抽出できる
こと。（ＥＵＣなどによるデータ抽出でも可）
■償却_償却賦課_納税義務者一覧
467:任意の条件で納税義務者の一覧が出力できること（ＥＵＣによるデータ抽出でも可）

■各種統計処理_EUC
291:土地・家屋・償却資産の評価・賦課に関する全てのデータについて、EUC機能（汎用のデータ抽出機能）
を有していること。棟数と区分世帯数を区別した集計が可能であること。
292:権限の設定により、所属または職員単位でEUC操作を制限できること。

庁内報告・分析用の各種集計や任意の一覧を作成するなど柔軟な業務対応を行うための基礎データの抽出機能は必要です。そのため、必須機能であると判断いたしまし
た。

本標準仕様書上では、他税目との共通要件として要件化いたします。

【事前確認事項】
・全団体にお聞きします。EUC機能において、固定資産税業務独自のものとして、実装すべき機能があればご教示ください。

【備考】
固定資産税独自のものはありませんでした。なお、ご意見いただいた事項については、全税目共通の要件検討時に参照させていただきます。

177:EUC機能は、加工に必要なマスタ項目と抽出条件を選択し、ＣＳＶ形式でデータ抽出ができること。
178:EUCのバッチ処理を定例業務として処理できるようパラメータの保存などにより再処理できること。
179:EUC（ＣＳＶ）データは、特定の保存先を指定して保存できること。
180:EUC機能では、抽出条件、出力順序、出力条件を組み合わせて必要に応じた出力機能を有すること。
181:抽出項目を任意に指定できること。 
182:セキュリティを確保したうえでEUCを実現し、データの活用ができること。
183:EUC切り出しデータについてはクライアントでＥＸＣＥＬ等での外字の表示、印刷ができること。
■家屋_各種照会対応
454:県等からの照会・納税者への周知等対応として、各種コードを組み合わせた条件で、各種情報を組み合わ
せて出力することができる。
455:評価替え処理時に家屋減価集計ができること。
456:評価水準リスト（市内の個別物件の基準年ごとの構造、種類、面積、㎡当り再建築費、㎡当り評価額）が
作成できること：EUCによりデータ（ｃｓｖ）出力できれば可(評価水準リストは、最新年度・前基準年度の情
報が併記されていること。)
457:全棟集計リスト（構造、種類、工法別に「建築年ごとに集計した、件数・棟数・床面積・旧決定価格・新
決定価格・再建築費総評点数・㎡当り再建築費平均・固定資産課税標準額・都市計画課税標準額）を作成でき
ること。(評価替え年度ごとに出力する。)

547:土地異動履歴一覧を抽出条件（異動日、個人番号、物件番号）と出力順序（異動年月日・物件番号順、更
新日時・物件番号順、所在地・物件番号順、物件番号・履歴番号順）を指定し作成できること。また、ＣＳＶ
データとして出力できること。
548:画地異動一覧を抽出条件（更新日、異動日、物件番号、画地番号）と出力順序（異動年月日・画地番号
順、更新日時・画地番号順、画地番号順）を指定し作成できること。また、ＣＳＶデータとして出力できるこ
と。
■ＥＵＣ機能_データ抽出機能_家屋
549:家屋課税台帳一覧を抽出条件（対象年度、軽減（減免）切れ（適用）、字の範囲、種類・異動日）を指定
し作成できること。また、ＣＳＶデータとして出力できること。
550:家屋種類別集計表を抽出条件（対象年度）と集計する単位（木造非木造、建築年次、構成材料、種類）を
指定し作成できること。また、ＣＳＶデータとして出力できること。
551:家屋異動履歴一覧を抽出条件（異動日、個人番号、物件番号）と出力順序（異動年月日・物件番号順、更
新日時。物件番号順、所在地・物件番号順、物件番号・履歴番号順）を指定し作成できること。また、ＣＳＶ
データとして出力できること。
■ＥＵＣ機能_データ抽出機能_償却資産
552:申告書および申告書発送者名簿が作成できること。また、ＣＳＶデータとして出力できること。
553:申告書発送用封筒に貼るための宛名シールが作成できること。また、ＣＳＶデータとして出力できるこ
と。

■共通_諸リスト出力_高額納税者一覧表
584:指定したパラメタより税額が大きい納税義務者を抽出し、高額納税者の情報がデータ抽出できること。
■共通_諸リスト出力_新規住登者一覧表
585:土地物件がある所在地に、新規に住登者になった情報がデータ抽出できること。
■共通_諸リスト出力_下水道 受益者負担金 該当者リスト
586:指定した所在地の土地情報データ抽出できること。該当者に外字が使用されていればその情報が出力でき
ること。
■共通_諸リスト出力_中小企業振興助成金
587:以下の条件の中小企業振興助成金対象の情報がデータ抽出できること。
条件:2年以上営んでいる法人事業所かつ業種により資本金、従業員数が指定する数値以下であり、償却資産と
して物品の種類が機械及び装置を持っている。
情報:業種種目、資本金、従業員数、住所、事業所名、電話番号、償却資産名称、数量、取得価格、取得年
月、課税標準額
■共通_諸リスト出力_工業立地動向調査
588:以下の条件の工業立地動向調査用の情報がデータ抽出できること。
条件:権利登記受付年月日が指定する抽出期間内かつ、同一納税義務者で課税地積の合計が1000以上
情報:納税義務者宛名コード、氏名、住所、物件所在地、登記地目、地積、権利受付年月日、権利原因事由

要件の考え方・根拠 検討項目（論点案） 検討項目（論点）機能名称 仕様書たたき台
業務フロー
との対応

B市 C市 D市 E市 H市 I市

選定地方団体_機能要件 標準化候補検討

【凡例】

・黒字：事務局案で必須

・赤字：事務局案で不要(太字)

・青字：事務局案でオプション（斜め字）

・緑字：必要性について疑義がある（下線）

※前回提示版との差分には２重下線を引いております

【固定資産の定義について】

本標準仕様書上では、土地・家屋・償却資産のことを固定

資産と記載しております。

※固定資産は、物件（土地・家屋・償却資産）と同義です。
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要件の考え方・根拠 検討項目（論点案） 検討項目（論点）機能名称 仕様書たたき台
業務フロー
との対応

B市 C市 D市 E市 H市 I市

選定地方団体_機能要件 標準化候補検討

■その他_その他
543:業務を外部委託する場合に、必要となるデータを抽出し、提供ができること。（納税通知書、納付書、課
税明細書、郵便振込票）

554:償却資産台帳・評価調書を抽出条件（全件、異動分、指定義務者（所有者））、出力条件（行政区順、個
人番号順）を指定し作成できること。また、ＣＳＶデータとして出力できること。
555:償却資産種類別明細を抽出条件（全件、異動分、指定義務者（所有者））、出力条件（行政区順、個人番
号順）を指定し作成できること。また、ＣＳＶデータとして出力できること。
556:納税通知書の課税明細に税相当額等の現在出力されている項目が備わっていること。

■共通_諸リスト出力_産業分類別調定
589:以下の条件の産業分類別(大分類ごと、中分類ごと)の調定表(件数、税額)の情報がデータ抽出できるこ
と。
大分類
条件:事業所かつ調定が0以上
情報:各税目(固定資産税、都市計画税、事業所税、法人市民税、個人市民税(給与特徴)、個人市民税(退職))
ごとの大分類、件数、税額
中分類
条件:事業所かつ調定が0以上かつ、製造業
情報:各税目(固定資産税、都市計画税、事業所税、法人市民税、個人市民税(給与特徴)、個人市民税(退職))
ごとの中分類、従業員数、件数、税額
■共通_諸リスト出力_家屋建築指導課用マスタ
590:土地マスタから指定の条件でデータ抽出し、レイアウト変換できること
■共通_諸リスト出力_チェックリスト
592:入力された補正率等がありえない内容になっていないかチェックするため、その内容を抽出したデータを
作成できること。
（例）
任意入力できる補正率で、「0.500」未満の補正率適用は運用上不適切のため、不適切な補正率が適用されて
いる筆を抽出する。
ＥＵＣ機能を使って、職員がパラメータ設定することでエラーを抽出できること。

12. 検索・照会・履歴

12.1. 検索・照会・履歴

1665 新規追加 履歴管理

本標準仕様書上で管理（設定・保持・修正）することとしている全ての情報について、履歴を保
持できること。

■土地_土地共通
246:物件異動履歴の管理:土地物件について、賦課年度毎の物件情報の管理はもとより当年度賦課時点から翌
年度賦課期日までの異動履歴が管理できること。
■土地_土地共通
262:土地区画整理等による、所在地名（コード）の一括更新ができること。また、履歴が生成されること。
(現課対応でなくても、ＳＥまたはシステム管理担当側での対応でも可。)
263:土地区画整理等による登記や現況情報の閉鎖及び表示一括処理ができること。また、履歴が生成されるこ
と。(現課対応でなくても、ＳＥまたはシステム管理担当側での対応でも可。)
264:都市計画税を新たに課税する場合に、課税対象の一括更新ができること。また、履歴が生成されること。
(現課対応でなくても、ＳＥまたはシステム管理担当側での対応でも可。)
■土地_土地異動
294:物件訂正：職権による履歴を残さない訂正が画面よりできること。
■家屋_家屋共通
352:物件異動履歴の管理：家屋物件について、賦課年度毎の物件情報の管理はもとより、当年度賦課時点から
翌年度賦課期日までの異動履歴が管理できること。
■家屋_家屋異動
393:物件訂正：職権による履歴を残さない訂正が画面よりできること。
396:最新履歴削除：最新の情報を削除し、一つ前の履歴情報を最新とすることができること。一つ前の検索結
果に戻ることができること。
■償却資産_償却資産異動
492:申告、一品、電算、配分の異動履歴管理が可能となること。
■課税処理_課税異動
239:異動処理時に自動で履歴が作成されること。

302:１１．一筆訂正
    （１）異動の履歴がある土地に訂正処理ができる
303:（２）機能は，「一筆異動」と同じ
■5.2 課税客体把握_5.1.2　課税客体登録・修正【家屋】
58:５　異動履歴を残す

■土地_その他_異動履歴
130:異動履歴は課税年度ごとに作成される履歴と、次年度を含めた通年管理される履歴の両方を管理できるこ
と。
■家屋_照会_異動履歴照会
174:登記の履歴、評価の履歴を照会可能で、登記の履歴から評価を照会できること。
■家屋_照会_異動履歴照会
173:家屋物件の異動履歴を表示できること。
異動履歴を一覧で確認でき、選択した履歴の詳細内容を表示でき、異動履歴より任意の履歴を選択し、内容の
詳細情報を照会した場合には、その履歴情報と同期の合った評価情報を照会することができること。
■償却資産_照会_申告照会
235:申告書内容は履歴管理されており、過去の申告書の内容を照会することができること。
■課税_その他_更正者検索
320:更正前の課税情報と更正後の課税情報を表示できること。任意の対象者の名寄課税処理を再実行すること
ができること。
323:更正前後の課税情報と差額が、それぞれ履歴ごとに集計され表示できること。

31:異動入力の履歴を保持し、過去の経過を画面で参照できること
■共通_賦課更正_更正履歴
101:課税年度ごとに更正の履歴を保持し、最終情報から簡単な操作で参照できること
■家屋_物件更正処理_更正履歴
304:課税年度ごとに更正の履歴を保持し、最終情報から簡単な操作で参照できること
■共通_検索_検索履歴
13:過去に行なった検索結果を履歴として保持し、参照・再検索できること
　※前処理者など複数件保持されることが望ましい
■土地_納税義務者検索_検索履歴
159:過去に行なった検索結果を履歴として保持し、参照・再検索できること
※前処理者など複数件保持されることが望ましい
■家屋_検索_検索履歴
257:過去に行なった検索結果を履歴として保持し、参照・再検索できること
※前処理者など複数件保持されることが望ましい（必須でない）
■償却_検索_履歴参照
318:納税義務者番号で問合せ対応記録、申告状況の履歴が参照できること
※カスタマイズが必要な場合は、メモ機能等の活用などシステム本体に影響の少ない対応を検討すること
※メモ機能を活用する場合は、1件100文字程度で5件は保持できること

244:年度途中で異動した区分所有家屋の義務者の履歴を管理できること。
28:仮計算の結果について、履歴を保持できること。また、履歴から再度入力・計算ができること。
■土地_土地共通_履歴管理
16:課税異動処理履歴を管理できること。
■土地_土地登記異動_登記管理
30:異動の履歴が管理でき、一覧表示できること。
■土地_土地登記異動_履歴一覧
31:土地登記台帳の履歴を、権利に関する異動(名義変更、所有権変更、持分変更等)・表示表題に関する異動
(地目変更、地積変更等)に分類し、同一画面、同一一覧に表示できること。
■土地_土地登記異動_土地履歴異動
32:権利、又は表示履歴データの追加・訂正・取消ができること。名義人・義務者（権利）又は所在地・地
積・地目（表示）等の入力を行い、履歴情報が更新できること。
■家屋_履歴管理_履歴管理
206:登記異動履歴をレコードごとに管理できること。
207:課税異動履歴をレコードごとに管理できること。
208:異動履歴が一覧表示できること。
209:異動履歴は年度での管理ではなく一連で管理できること。
210:年度途中の上記の異動履歴を管理できること。
211:再検索することなく別年度の履歴を照会できること。
220:家屋登記台帳の履歴を、権利に関する異動(名義変更、所有権変更、持分変更等)・表示表題に関する異動
(面積変更等)に分類し、一覧またはデータが出力できること。
221:翌年度向け家屋登記台帳の履歴取消・訂正ができること。
225:権利、又は表示履歴データの追加・訂正・取消ができること。画面より、名義人・義務者（権利）又は、
床面積・構造・種類（表示）等の入力を行うことにより履歴情報が更新できること。

■土地_土地登記情報管理
3:修正した情報は履歴管理し、システム画面上で参照できること。
■土地_土地登記情報管理
3:修正した情報は履歴管理し、システム画面上で参照できること。
■家屋_家屋登記情報管理
68:異動入力について履歴を管理できること。
■更正（税額変更）処理_更正計算（税額変更）
214:更正異動の履歴を管理できること。
■通知書再発行_通知書再発行
238:各種通知書の発行履歴の管理ができること。
■証明書発行_証明書発行内容の照会
267:各種証明書の発行履歴の管理ができること。

・履歴の保持については、業務上必須であると考えます。

・なお、現行のパッケージシステムにおいて、本標準仕様書上で管理することとしている全ての情報の履歴を保持しているか、APPLIC税TFに確認いたします。

【事務局案】
・本要件のとおり事務局案を追加いたします。

・機能の大項目・中項目の名称を、次のとおりといたします。
　旧「12. 検索・照会・履歴
　　　12.1. 検索・照会・履歴」
　新「12. 履歴・検索・照会
　　　12.1. 履歴・検索・照会」

事務局案のとおりといたします。

1520 12.1.1. 検索対象

固定資産税に係る諸情報（土地、家屋、償却資産の基本情報、課税情報等）及び異動履歴（帳票
発行履歴、帳票の発行内容、特記事項（メモ）等を含む）を照会できること。

■共通_共通
26:賦課台帳（土地・家屋・償却資産およびその合計の課税標準額、軽減・免除・特例課税標準、軽減税額、
固定資産税額、都市計画税額、年税額、期割税額、納付期限等）の照会ができること｡
28:賦課台帳の更正履歴照会
29:賦課台帳履歴は異動日が確認できること。
■共通_検索機能
68:検索履歴の保持ができること。
■課税処理_課税共通
204:共有照会ができること（共有員となっている人の検索条件を指定して、共有代表者の情報（どの共有に含
まれているか）を照会できること。また、共有代表者の検索条件を指定して、共有員の情報を照会できるこ
と。）
205:土地地目別照会、家屋用途別照会ができること。（土地地目別照会・家屋用途別照会は、抽出条件を入力
し条件に一致する物件を抽出できること。名寄照会画面から当該所有者の共有照会、土地地目別照会、家屋用
途別照会ができること。）
206:物件ごとの詳細が照会できること。
207:賦課台帳が照会できること。
208:履歴の照会ができること。
209:過年度の物件照会ができること。
210:過年度の賦課照会ができること。
211:物件の異動履歴が変遷を追って照会できること。
■家屋_家屋異動
399:土地評価用に、異動履歴も含め、指定異動理由の家屋情報を出力することができること。(土地評価用家
屋異動情報)

■5.6 照会_5.6.2 送付先照会
556:他業務からの照会依頼に対し、固定資産税の送付先を回答する。
■5.1 課税客体把握_5.1.1 受付【償却】
12:事業者を氏名（漢字、カナ）、住所、生年月日、宛名番号、個人番号、法人番号、履歴検索で検索できる
13:検索によりヒットした事業者が、償却資産申告管理上に登録されているか確認することができる
■5.2 課税客体把握＿5.1.2　課税客体登録・修正【申告書等の届出による相代等の管理人登録】
133:１　該当者（住登、住登外）の宛名を以下の項目で検索できること
    カナ氏名、漢字氏名、英数字、生年月日、完全一致検索、管理人から検索、住登外区分検索、宛名番号検
索、個人番号（マイナンバー））
149:５海外住所の人を抽出できること
150:５の条件 物件を持っている者
151:５の条件 課税がある者
152:５の条件 年度（現年は1月1日/最新）の指定ができること
153:郵便番号の登録がない人を抽出できること

■オンライン処理_共通_検索
1:検索処理に時間がかからないこと。対象数が多すぎても時間がかからないこと。
2:画面移行に時間がかからないこと
3:検索画面を表示した際の初期カーソル位置をシステム設定により変更することができること。
4:検索条件として、「生年月日」「性別」「カナ氏名」「漢字氏名」「住民コード」「世帯コード」「住所」
「地番」「方書」「行政区」等の検索ができること。
5:固定資産税業務は、管理する対象・種類が多い為、対象を検索する為の項目が豊富なこと（所有者、納税義
務者、物件キー、種類・構造・用途　など）。
6:生年月日の検索条件として、「Ｓ５０．１．１生まれ～Ｓ５０．１．２５生まれ」等の範囲を指定すること
ができること。
7:検索条件として、「生年月日」＋「性別」等の複合検索ができること。
8:氏名検索の場合清音化検索に対応している事。（例：ﾁﾞとｼﾞ、ﾕとｭ）
9:カナ氏名、漢字氏名については部分検索（前方一致・部分一致）ができること。
10:所有者検索の場合、改姓も考えられる為旧姓での検索も可能なこと。
11:検索上限値を設定し、設定値を超える時には限度内の該当者一覧を表示するとともに、上限を超えた旨を
表示できること。

■共通_課税内容_課税内容画面参照
47:納税義務者を指定し、課税年度別、納税義務者番号別（区ごと）に課税内容を参照できること
■共通_課税内容_画面表示
48:賦課区、課税年度、調定年度、納税義務者番号、納税義務者氏名、納税通知書番号、免税点区分、更正理
由、更正年月日、口座振替登録の有無
※同一画面または簡単な操作で参照できること
49:土地・家屋・償却資産ごとに賦課結果の表示
＜固定資産税＞
評価額、課税標準額、住宅軽減（家屋）、減免税額、軽減税額、税相当額、共用土地等課税標準額・共用土地
等按分税額
50:土地・家屋ごとに賦課結果の表示
＜都市計画税＞
評価額、課税標準額、減額（土地）、減免税額、軽減税額、税相当額、共用土地等課税標準額・共用土地等按
分税額
51:賦課結果の年税額、期割納税済税額、期割納付年月日の表示
＜調定税額＞
年税額、期割税額、期割納付済税額、期割納付年月日
■共通_課税内容_年度切替表示
52:簡単な操作で表示する課税情報の年度切替ができること
■共通_課税内容_履歴表示
53:簡単な操作で課税年度ごとにの更正前の情報を参照できること

■共通_検索・照会_納税義務者
468:指定する検索条件から納税義務者又は登記所有者の名寄情報，賦課ごとの課税情報が表示ができること。
■共通_検索・照会_課税状況
469:課税単位に納税義務者の課税状況，納付状況，口座情報，更正情報（履歴を含む）が表示できること。
■共通_検索・照会_検索年度切替え
470:年度の切替えは、義務者を再検索することなくできること。
■共通_検索・照会_画面遷移
471:指定する納税義務者または物件情報から照会画面，宛名画面などに相互遷移できること。
■共通_検索・照会_固定共通照会
472:納税義務者を特定する為に、補足の確認画面が表示できること。
473:該当者一覧にて、使用禁止、強制分割の共有宛名は分かりやすく表示できること。
474:該当者一覧にて、関連付けがある宛名は分かりやすく表示できること。
475:指定した宛名番号のシステム内使用状況を一覧で表示する。（物件の義務者、納税管理人、共有代表者
等）
476:資産を保有している場合、その資産を表示できること。
477:該当者または世帯員の一覧を表示し、対象者を選択できること。
478:通知書番号をキーに賦課情報の検索ができること。

■検索・照会_検索対象
299:固定資産税に係る諸情報（土地、家屋、償却資産の基本情報、課税情報等）及び異動履歴（帳票発行履
歴、特記事項（メモ）等を含む）を照会できること。
■検索・照会_送付先等照会
308:送付先等(送付先・納税管理人・口座設定情報等)が設定されている場合は、宛名画面以外の全ての画面
(土地・家屋・償却の物件ごとの詳細画面を除く)において、その送付先等を参照することができること。
※最低限、宛名画面以外でも送付先等の設定があることがわかり、当該画面から送付先等情報が展開して表示
できること。

・たたき台の記載粒度については、事務局にて検討いたします。記載粒度が確定でき次第、WTにて本要件を検討いたします。

・検索・照会機能は業務の基本となるため、必須機能です。

【事務局案】
・本要件の事務局案は次のとおりといたします。
　旧「固定資産税に係る諸情報（土地、家屋、償却資産の基本情報、課税情報等）及び異動履歴（帳票発行履歴、帳票の発行内容、特記事項（メモ）等を含む）を照会で
きること。」
　新「土地（補充）課税台帳、家屋（補充）課税台帳、償却資産課税台帳上の情報、納税義務者情報及びそれらの異動履歴について、検索・照会できること。
帳票発行履歴及び帳票の発行内容について、検索・照会できること。」

事務局案のとおりといたします。

■課税処理_課税照会
218:課税更正履歴の管理:課税について、同一年度の全ての更正履歴が管理できること。
219:年度毎の照会:各課税年度、年度分毎の調定照会ができること。
220:関連情報照会:課税照会時に、口座情報、納税管理人、収納状況、送付先情報の確認が画面にてできるこ
と。
■家屋_家屋異動
399:土地評価用に、異動履歴も含め、指定異動理由の家屋情報を出力することができること。(土地評価用家
屋異動情報)
■帳票_帳票発行
96:即時帳票発行履歴の保持:証明書など即時出力した帳票の発行履歴を保持できること。
97:即時帳票発行履歴の照会:保持した即時帳票発行履歴をオンライン画面にて照会できること。

■5.2 課税客体把握_5.1.2　課税客体登録・修正【住登外作成・修正・照会】
81:住民登録者以外の者（住登外者）を以下の項目で検索できる
・カナ氏名、漢字氏名、住所、生年月日、住登外区分、宛名番号、個人番号、法人番号、検索履歴、完全一致
検索
82:住民登録者以外の者（住登外者）を以下の項目で検索できる
・カナ通名、漢字通名、在留カード等番号、国籍、併記名（漢字）
83:住登外者に電話番号が登録できる
84:住登外者に登録した電話番号情報は表示制限（担当課のみ等）をすることができる

12:検索条件および該当者一覧が同一画面で確認できること。
13:検索結果を「該当者一覧」「世帯一覧」「同一人物一覧」にて確認できること。
14:検索結果は、目的物件を容易に発見する為に、表示された項目にてソート（並べ替え）が自由にできるこ
と。
15:該当者一覧の表示内容として「氏名」「生年月日」「性別」「住民コード」「記号番号」「住所」が確認
でき、「転出予定者」「転出確定者」「死亡者」といった住民の状態が容易に判別することができること。
16:画面から入力する時に必須入力項目は明示的であること。
17:入力エラー時はすべてのエラー項目が明示的であること。
18:検索履歴からショートカットして画面を表示できること。
19:現在同一人物として同定しているものの取扱いに対応できること。（現在合併時に同定し同一人物で複数
ｺｰﾄﾞを持っているものが存在し、主と副のｺｰﾄﾞに特定している。一つのｺｰﾄﾞから他のｺｰﾄﾞが確認可能。）検索
時に同一人物が確認できること。
20:情報の優先順位の設定が可能なこと。（例：送付先＞納税管理人、納税管理人の送付先を納税通知書等に
反映できること）
21:該当者一覧より選択した住民の世帯状況が同一画面にて表示できること。
22:共有構成員から検索が可能であること。

■共通_課税内容_画面遷移
54:選択により同一納税義務者の他区の課税内容の一覧表示ができること
 ※一覧から他区の課税内容画面に遷移できること
■共通_課税内容_画面遷移
55:同一納税義務者の共有情報の一覧表示ができること
 ※一覧から他の共有等の課税内容画面に遷移できること

■共通_検索・照会_死亡者表示
479:納税義務者（共有代表者及び共有構成員）が死亡しているとき、その情報を画面表示できること。
■共通_検索・照会_乗替もれ一覧
480:関連旧宛名が登記名義人または納税義務者となっている物件（共有含む）が旧宛名に残っていた場合にそ
の一覧が出力できること。
■共通_賦課照会_賦課情報照会
489:納税義務者単位に賦課情報が画面に表示できること。
490:最低でも７年度分の賦課情報を保持できること。（過去５年、現年、翌年）
491:賦課更正が確定できていない納税義務者の場合、賦課情報画面で確認できること。
492:義務者の変更前後の賦課状況が表示できること。

■土地_異動_その他
111:誤って異動処理を行っても、前内容が保持されており、復元できること。
■土地_異動_その他
109:誤った異動に対する遡及閉鎖の機能があること。
■発行_証明書_証明書
368:検索対象者の「課税情報」「土地情報」「家屋情報」「償却資産情報」が一覧表示されること。

1530 12.1.2.

賦課状況照会画面において、共有構成員で検索した場合も、その共有構成員が含まれている共有
固定資産に紐づく賦課情報を検索することができること。

■検索・照会_検索対象
300:賦課状況照会画面において、共有構成員で検索した場合も、その共有構成員が含まれているコード全ての
賦課情報を検索することができること。

本要件は12.1.1.に包含されるため削除いたします。 【事務局案】
・本要件は12.1.1.に包含されるため削除いたします。

1540 12.1.3. 参照機能

土地（補充）課税台帳と家屋（補充）課税台帳が相互に参照できること。 ■家屋_家屋異動_家屋異動
318:家屋の所在地番に対応する土地の所在地番のチェックができること。

本要件は画面遷移に関係する機能であるため、標準化検討対象外といたします。 【事務局案】
・本要件は画面遷移に関係する機能であるため、標準化検討対象外といたします。

1550 12.1.4.

土地（補充）課税台帳と家屋（補充）課税台帳から、それぞれ土地登記台帳と家屋登記台帳を参
照（過去の登記履歴を参照）できること。

本要件は画面遷移に関係する機能であるため、標準化検討対象外といたします。 【事務局案】
・本要件は画面遷移に関係する機能であるため、標準化検討対象外といたします。

1560 12.1.5. 検索条件

氏名・事業所名（カナ・漢字・アルファベット、外国人通称名、旧姓）、生年月日、性別、納税
義務者現住所、個人（法人）番号、通知書番号、等での検索ができること。

■共通_共通
38:検索項目として旧市町村コードを含め、複合検索ができること。
■共通_検索機能
65:共通検索項目:氏名かな、氏名漢字、生年月日、個人番号、世帯番号、納税義務者による検索ができるこ
と。通知書番号による検索ができること。共有員からでも検索できること。
66:通称名（外国人）、性別、住所で検索できること。
67:氏名等の外字を正字に置き換えて検索できること。
71:宛名　旧姓検索:氏名かなでの検索の際、旧姓での検索ができること。
72:宛名　清音化検索:氏名かなでの検索の際、清音化検索ができること。（例：「ぢ」と「じ」、「は」と
「ぱ」、「つ」と「っ」など）
75:宛名　複合検索:宛名の複合検索ができること。（例：氏名「山田　太郎」かつ生年月日「平成18年8月1
日」など）
76:所有者の氏名・住所などの宛名情報と土地・家屋などの所在地の複合検索ができること。その際、地番の
枝番まで指定しなくとも検索できる等のあいまい検索に対応していること。
77:賦課年度を指定して検索ができること。（過年度検索ができること）
78:個人番号、物件番号、宛名番号、納税義務者による検索ができること。
81:一構検索ができること。

■共通_検索_検索キー
3:住所・氏名漢字・氏名カナ（法人の場合は名称）で検索できること
※方書でも検索できるほうが望ましい
4:氏名検索で外国人通称名でも検索できること
5:氏名や氏名カナの検索では、旧姓でも検索できること
6:生年月日で検索できること
7:納税義務者番号（個人・法人）で検索できること
8:マイナンバー（個人・法人）で検索できること
9:納税通知書番号で検索できること
10:複数のキーを組み合わせ、複合検索ができること
11:前方一致など曖昧氏名検索、清音処理検索ができること
12:検索対象者を住民種別（住記該当、外国人、住登外者、法人）で絞り込む機能があること
■共通_検索_検索結果表示
14:大量な検索結果がある場合はシステムに負荷がかからない程度の件数で検索を中断して結果を表示し、必
要な場合は継続して検索できること
※検索を中断し、絞込みを要求する機能でも可
■共通_検索_検索結果表示
15:検索結果を一度に２０件以上表示できること
■共通_検索_検索結果選択
16:検索結果一覧の表示画面から対象者を選択し、課税内容の表示ができること

■検索・照会_検索条件
301:氏名・事業所名（カナ・漢字・アルファベット、外国人通称名）、生年月日、性別、納税義務者現住所、
個人（法人）番号、通知書番号、納税管理人名、相続人代表者名、旧姓（旧氏）　等での検索ができること。
307:一文字検索等、検索処理結果件数が過剰となる場合は、警告表示等がされること。

・たたき台の記載粒度については、事務局にて検討いたします。記載粒度が確定でき次第、WTにて本要件を検討いたします。 【事務局案】
・本要件の事務局案は次のとおりといたします。
　旧「氏名・事業所名（カナ・漢字・アルファベット、外国人通称名、旧姓）、生年月日、性別、納税義務者現住所、個人（法人）番号、通知書番号、等での検索ができ
ること。」
　新「土地（補充）課税台帳・家屋（補充）課税台帳・償却資産課税台帳の各項目及び納税義務者情報の各項目での検索・照会ができること。」

事務局案のとおりといたします。

1570

82:仮換地検索ができること。
83:外所在地検索ができること。
84:証明発行時に所有者の住所での検索ができること。
85:義務者と所有者を選択して検索できること
■帳票_証明書等発行
110:所在地コード検索:物件の所在地コードでの検索ができること。
111:物件所在地名検索:所在地一覧から選択した所在地名での物件検索ができること。一覧に限らず、コード
だけでなく地名からも検索できること。
112:物件地番検索:物件の地番での検索ができること。容易に検索できるよう、地番を入力すると、候補物件
一覧が表示され選択できること。小字と枝番は任意入力項目とすること。
115:宛名検索:物件の納税義務者および登記名義人（独自管理分を除く）、納税管理人の氏名・個人番号での
検索ができること。
116:義務者検索:納税管理人、相続人代表人、送り先を検索
117:複合検索:複合検索ができること。（例：所在地が○○かつ地番が□□など）
■納税義務者_共有者照会・異動
186:共有者検索:共有名義のみでなく、共有構成員からも該当する共有者のグループの検索・照会ができるこ
と。
■納税義務者_納税管理人照会・異動
198:宛名検索:管理人検索時には納税義務者及び納税管理人の氏名および個人番号での検索ができること。

1580 12.1.6.

あいまい検索が可能であること
(例：不明な字については＠に置き換えて検索ができること)

■共通_検索機能
73:宛名　あいまい検索:あいまい検索ができること。（例：名前のみ「太郎」、生年月日「平成18年8月」な
ど）
74:住所のあいまい検索ができること（例：「大手通１丁目４番地」など）
■土地_土地照会
274:所在地番のあいまい検索ができること。

■土地_土地検索_曖昧検索
166:地番の枝番を省いてもその本番以下の全ての物件を検索できること

■検索・照会_検索条件
302:一部情報の一致でも検索可能なこと。
303:あいまい検索（前方一致、後方一致、部分一致のどれか）が可能であること。

・たたき台の記載粒度については、事務局にて検討いたします。記載粒度が確定でき次第、WTにて本要件を検討いたします。

1590 12.1.7.

土地について、地番、物件番号、同一画地番号等での検索ができること。 ■共通_検索機能
80:画地番号で検索できること。
■帳票_証明書等発行。
114:物件番号検索土地及び家屋の1件ごとにコードがついており、当該番号でダイレクトに検索できること。
■土地_土地照会
270:土地物件所在地コード検索:土地物件の所在地コードでの検索ができること。
271:土地検索時に所在地コードを直接入力しなくとも検索が可能なこと。
272:土地物件所在地名検索:所在地一覧から選択した所在地名での土地物件検索ができること。
273:土地物件地番検:索土地物件の地番での検索ができること。容易に検索できるよう地番を入力すると、候
補地一覧が表示され選択できること。
275:土地物件複合検索:土地の物件検索時に、複合検索ができること。（例：所在地が○○且つ地番が□□且
つ地目が△△など）
276:複合検索ができること。(同一人の所有する資産の中で、所在地による絞込みが可能であること。)
277:宛名検索:土地物件の納税義務者および登記名義人（独自管理分を除く）、納税管理人の氏名・個人番号
での検索ができること。且つ人の情報は全て宛名システムにて一元管理ができること。
278:共有者検索:共有名義のみでなく、構成員からも物件の検索・照会ができること。
279:検索結果候補一覧：削除扱いのデータについても、検索候補一覧に除外表示ができること。

■土地_照会_土地基本照会
30:人に対する検索キー（所有者、義務者氏名）、物件に関する検索キー（所在地番、地目、標準地）を入力
すると、それに該当する土地（所在地番、所有者、地目、地積）が一覧表示されること。その中から目的の土
地の一筆毎の詳細情報（所有者、納税義務者、評価/課税情報、メモ情報）を照会できること。
31:指定した課税年度ごとの、土地情報が照会できること。
32:昭和５１年以降の任意の年からの評価計算に対応できること。
33:土地基本情報画面で、任意に年度を切り替えることが可能であり、検索画面に戻ることなく各年度ごとの
基本情報を照会できること。
34:「照会画面」は「基本情報画面」と「評価情報画面」に大別して照会できること。
35:選択した土地の詳細情報（所有者、納税義務者、評価情報、画地情報、評価/課税情報、メモ情報）を表示
できること。
36:代表ではない筆の画面からも、代表地番が確認できること。
37:複数筆からなる画地内の一筆コード、住宅用地地積、非住宅地積、所有者名、㎡単価が、どの筆からも一
覧で確認できること。(㎡単価があればエラーチェックができるのであれば助かる)
38:選択した土地の課税台帳を即時に印刷できること。
39:選択誤り発生時に改めて検索キーを入力せずに操作できること。

■土地_納税義務者検索_検索キー
149:住所・氏名漢字・氏名カナ（法人の場合は名称）で検索できること
※単有者・共有者を問わず検索できること
※代表共有者でない場合でも検索できること
150:氏名検索で外国人通称名でも検索できること
151:氏名や氏名カナの検索では、旧姓でも検索できること
152:生年月日（西暦・和暦・年・年月）・性別で検索できること
153:宛名番号（個人・法人）で検索できること
154:マイナンバー（個人・法人）で検索できること
155:納税通知書番号で検索できること
156:複数のキーを組み合わせ、複合検索ができること
157:前方一致など曖昧氏名検索、清音処理検索ができること
158:検索対象者を住民種別（住記該当、外国人、住登外者、法人）で絞り込む機能があること
■土地_納税義務者検索_検索結果表示
160:大量な検索結果がある場合はシステムに負荷がかからない程度の件数で検索を中断して結果を表示し、必
要な場合は継続して検索できること
※検索を中断し、絞込みを要求する機能でも可
161:検索結果を一度に２０件以上表示できること

■土地_検索・照会_物件
1:指定する検索条件（所在地等）から物件一覧が表示できること。また一覧から指定する物件の詳細画面に遷
移できること。
2:指定する検索条件（画地番号，地目等）から物件一覧が表示できること。また一覧から指定する物件の詳細
画面に遷移できること。
3:仮換地設定のある筆に対して、従前地から台帳検索ができること。
■土地_検索・照会_土地
5:一筆ごとの詳細情報（登記，現況）が表示できること。また画地情報，共有情報，履歴情報，メモ情報に遷
移できること。
■土地_検索・照会_画地
6:画地構成している筆の一覧（所在地，地目，所有者等）および画地の合計地積・住宅用地情報が確認できる
一覧が作成できること。
■土地_検索・照会_路線価台帳
7:指定する検索条件（路線番号，状況類似番号等）で路線価情報（年度ごとの用途地区，路線価格，標準地所
在地等）が表示できること。
■土地_検索・照会_土地情報照会
8:一筆単位に表示登記情報を表示し、分筆，合筆元の情報が表示できること。
■土地_検索・照会_土地課税台帳照会
9:一筆単位に年度毎の課税情報が表示できること。

■検索・照会_検索条件
304:土地について、地番、物件番号等での検索ができること。

本要件は12.1.5.に包含されるため削除いたします。 【事務局案】
・本要件は12.1.5.に包含されるため削除いたします。

280:課税台帳の照会：課税台帳に記載された全ての情報の照会ができること。
■土地_土地照会
282:土地分合筆分照会：分合筆分の物件照会時には、異動前後の一筆内容照会から分合筆後の土地の特定、照
会ができること。(移行前のシステムでの分合筆情報も照会できる機能がほしい。)
283:賦課単位での物件照会：各賦課年度毎の物件の照会及び最新時点での物件照会ができること。
284:土地評価照会：各評価年度の評価額（みなし評価額）が一覧表示できること。
285:土地評価詳細照会：土地評価詳細情報（市街地宅地評価・その他宅地評価等）の照会ができること。
286:土地課税標準額照会：指定した課税年度の固定資産税及び都市計画税の課税標準額が照会できること。
(住宅用地特例該当土地について、小規模・一般の内訳を表示してほしい。)
289:宛名情報参照：土地照会時に納税義務者・登記名義人の宛名情報を参照できること。
290:物件の負担調整情報が照会できること。
291:照会物件の属する画地情報と同一画地の土地情報が照会できること。または物件の照会画面に遷移・照会
できること。

40:登記・課税地積のほかに国土調査地積を入れる欄があること。
41:「分筆」「合筆」された土地については、異動元と異動先の沿革情報を一覧形式で表示・確認することが
できること。
■土地_照会_異動履歴照会
47:「異動履歴」を一覧で確認でき、選択した履歴の詳細内容を「基本情報画面」と「評価情報画面」で表示
することができること。また、異動履歴一覧より任意の履歴を選択し、内容の詳細情報を照会した場合には、
その履歴情報と同期の合った評価情報を照会することができること。
48:所在地番を指定して関係する分筆及び合筆の異動履歴（異動事由、年月日、分合筆の情報等）の一覧と、
その中で選択した分筆又は合筆に係わる土地の明細を照会できること。
49:登記の履歴、評価の履歴を保有し、異動の内容により取得の要否を自動判定できること。
50:履歴の表示は、年度を横断して通年の履歴も表示するとともに、年度内の異動前の状態も照会ができるこ
と。
■土地_その他_検索
116:一筆が「固有番号（一筆コード）」で管理されており、その固有番号を使って検索することができるこ
と。
117:「所在地検索」「整理番号検索」など、物件情報での検索結果が１件であった場合は、異動であれば「異
動入力画面」へ、照会であれば「照会画面」へ直接画面遷移することができること。

■土地_土地検索_検索キー
162:土地の所在地番で検索できること。
163:土地地番の直接入力で検索できること
164:町名入力を簡易にする入力支援機能があること
165:コードによる町名入力ができること
■土地_土地検索_みなす課税対応
167:区画整理時等の「みなす課税」に対応し、仮換地番号で検索できること
例）8-1街区2の場合は、8-1-2を入力して検索できること
■土地_土地検索_画地対応
168:土地の画地番号で検索できること
　※区画整理時「みなす課税」の画地であっても可能なこと
　※各地検索をした際に、該当地番が画地を組んでない土地
　　であっても検索できること
■土地_土地検索_検索履歴
169:過去に行なった検索結果を履歴として保持し、参照・再検索できること
※前処理者など複数件保持されることが望ましい
■土地_土地検索_検索結果表示
170:大量な検索結果がある場合はシステムに負荷がかからない程度の件数で検索を中断して結果を表示し、必
要な場合は継続して検索できること
※検索を中断し、絞込みを要求する機能でも可
171:検索結果を一度に２０件程度表示できること

■土地_検索・照会_土地現況情報（翌年向け）照会（区分所有）
10:一筆単位に最新の現況情報（評価額、課税標準額、税額等）を按分前・按分後でそれぞれ表示できるこ
と。
■土地_検索・照会_土地課税台帳照会（区分所有）
11:一筆単位に年度毎の課税情報（評価額、課税標準額、税額等）を按分前・按分後でそれぞれ表示できるこ
と。
■土地_検索・照会_土地共通照会
12:土地の物件を特定する為に、検索補助画面が表示できること。
■土地_土地課税台帳_区分所有物件
158:区分所有物件の構成員およびその持分・按分税額等が照会できること。また、対応する家屋（部屋）情報
についても表示されること。

118:所在地で検索した結果は、入力された所在地番条件以降に該当する物件情報が一覧表示されること。
119:所在地で検索した結果を一覧表示している状態で、「現況地目」による絞込みを行うことができること。
120:人物検索で所有者が特定された時点で、所有する土地の一覧を「所在地順」に一覧表示することができる
こと。

1600 12.1.8.

家屋について、家屋番号、地番、所有者等での検索ができること。 ■帳票_証明書等発行
113:家屋番号検索:家屋番号での検索ができること。
114:物件番号検索:土地及び家屋の1件ごとにコードがついており、当該番号でダイレクトに検索できること。
■家屋_家屋共通
358:滅失も含む検索が行えること。
■家屋_家屋照会
371:家屋物件所在地コード検索：家屋物件の所在地コードでの検索ができること。
372:家屋物件所在地名検索：所在地一覧から選択した所在地名での家屋物件検索ができること。
373:物件所在地の複合検索ができること。
374:家屋物件地番検索：家屋物件の地番での検索ができること。
375:物件所在地の複合検索ができること。また、枝番・小字が未入力でも検索できること。
376:家屋番号での検索ができること。
377:同棟家屋検索：同棟家屋については、まとめて検索ができること。
378:管理番号検索：独自に管理している管理番号等にて容易に物件検索ができること。
379:家屋物件名義人検索：固定資産税で独自管理している名義人氏名による検索ができること。
380:家屋物件複合検索：家屋の物件検索時に、複合検索ができること。（例：所在地が○○且つ地番が□□且
つ種類が△△など）
381:共有者検索：共有名義のみでなく、構成員からも物件の検索・照会ができること。
382:宛名検索：家屋物件の納税義務者および登記名義人

■5.1 課税客体把握_5.1.1 受付【家屋】
8 :１　法務局の登記済通知情報をもとに、検索する
   （１）所在地（町名･地番）で検索する
9 :（２）納税義務者名で検索する
10:（３）賦課替え等により所有者が変わっている場合でも、登記上の所有者で検索することができる
11:２　検索結果を画面に表示

■家屋_照会_家屋基本照会
160:人に対する検索キー（所有者、義務者氏名）、物件に関する検索キー（所在地番、構造、種別、家屋番
号、建築年）を入力すると、それに該当する家屋（所有者、種別、構造、床面積、建築年月日）が一覧表示さ
れ、その中から目的の家屋の一棟毎の詳細情報（所有者、納税義務者、評価/課税情報、メモ情報）を照会で
きること。
161:選択した家屋の課税台帳を即時に印刷できること。
162:選択誤り発生時に改めて検索キーを入力せずに操作できること。
163:指定年度ごとの家屋情報が照会できること。家屋基本情報画面で、任意に「年度」を切り替えることがで
き、検索画面に戻ることなく各年度ごとの基本情報を照会できること。
164:検索結果一覧には滅失家屋も表示できること。
165:家屋の併用住宅について主の用途と副の用途の入力項目があり面積が閲覧できること。
166:家屋の住居戸数と新築軽減適用戸数が確認できること。

■家屋_検索_検索キー
247:住所・氏名漢字・氏名カナ（法人の場合は名称）で検索できること
※単有者・共有者を問わず検索できること
※代表共有者でない場合でも検索できること
248:氏名検索で外国人通称名でも検索できること
249:氏名や氏名カナの検索では、旧姓でも検索できること
250:生年月日（西暦・和暦・年・年月）で検索できること
251:宛名番号（個人・法人）で検索できること
252:マイナンバー（個人・法人）で検索できること
253:納税通知書番号で検索できること
254:複数のキーを組み合わせ、複合検索ができること
255:前方一致など曖昧氏名検索、清音処理検索ができること
256:検索対象者を住民種別（住記該当、外国人、住登外者、法人）で絞り込む機能があること
■家屋_検索_検索結果表示
258:大量な検索結果がある場合はシステムに負荷がかからない程度の件数で検索を中断して結果を表示し、必
要な場合は継続して検索できること
※検索を中断し、絞込みを要求する機能でも可
259:検索結果を一度に２０件以上表示できること

■家屋_検索・照会_物件
188:指定する検索条件（所在地，棟番号，家屋番号，物件番号等）から物件一覧が表示できること。
189:登記名義人、納税義務者、共有構成員の氏名、個人番号などで検索できること。
190:物件一覧から指定する物件の詳細画面に遷移できること。
■家屋_検索・照会_家屋
191:一棟ごとの詳細情報（登記，現況）が表示できること。また区分所有建物情報，共有情報，履歴情報，メ
モ情報に遷移できること。
■家屋_検索・照会_家屋
192:一棟ごとの詳細情報（登記，現況）が表示できること。また異動入力画面に遷移できること。
193:共有物件（家屋）の共有情報（構成員氏名，住所，持分割合）が表示できること。
■家屋_検索・照会_家屋情報照会
194:同一義務者単位で、一棟情報が一覧表示できること。
195:家屋番号単位で、一棟情報が一覧表示できること。
196:家屋整理番号、同棟番号などの共通番号単位で、一棟情報が一覧表示できること。
197:主たる建物、附属建物の管理（共通番号で関連付けなど）ができること。
■家屋_検索・照会_家屋一棟情報照会
198:家屋の棟単位に登記情報が照会できること。
■家屋_検索・照会_家屋課税台帳照会
199:家屋の棟単位に課税標準が照会できること。
■家屋_検索・照会_家屋明細情報照会

■検索・照会_検索条件
305:家屋について、家屋番号、所在地番、物件番号等での検索ができること。

本要件は12.1.5.に包含されるため削除いたします。 【事務局案】
・本要件は12.1.5.に包含されるため削除いたします。

（独自管理分を除く）、納税管理人の氏名・個人番号での検索ができること。且つ人の情報は全て宛名システ
ムにて一元管理ができること。
383:検索結果候補一覧：滅失データについても、検索候補一覧に除外表示ができること。
384:課税台帳の照会：課税台帳に記載された全ての情報が、一画面または一連の流れで照会できること。
385:家屋履歴照会：家屋の異動履歴の照会が一画面で確認できること。
386:賦課単位での物件照会：各賦課年度毎の物件の照会及び最新時点での物件照会ができること。
387:家屋評価詳細照会：家屋評価詳細情報の照会ができること。
388:家屋課税標準額照会：指定した課税年度での、固定資産税及び都市計画税の課税標準額が、画面にて照会
ができること。
389:家屋登記情報照会：家屋の登記情報が画面より照会できること。
390:宛名情報参照：家屋照会時に納税義務者・登記名義人の宛名基本情報を参照できること。
391:滅失家屋が検索できること。
392:滅失家屋が照会できること。

167:削除された家屋物件の照会では、画面上段に「削除」と表示されること。
■家屋_異動_全般
189:登記時点の内容を管理し一覧で沿革の内容を照会できること。
■家屋_その他_検索
210:一棟が「固有番号（一棟コード）」で管理されており、その固有番号を使って検索することができるこ
と。
211:「所在地検索」「整理番号検索」など、物件情報での検索結果が１件であった場合は、異動であれば「異
動入力画面」へ、照会であれば「照会画面」へ直接画面遷移することができること。
212:所在地で検索した結果は、入力された所在地番条件以降に該当する物件情報が一覧表示されること。
213:所在地で検索した結果を一覧表示している状態で、「現況種類」による絞込みを行うことができること。
214:人物検索で所有者が特定された時点で、所有する家屋の一覧を「所在地順」に一覧表示することができる
こと。
■家屋_その他_一覧表示画面
215:課税年度を切替えることによって、次年度や過年度の家屋の所有状況を確認することができること。
216:物件を表示している状態で、検索のやり直しなどをせずに「土地の一覧表示画面」「課税状況表示画面」
などへ遷移することができること。また前画面へ戻ることもできること。

※複数表示されることが望ましいが20件でなくても可
■家屋_家屋検索_検索キー
260:家屋の所在地番の直接入力で検索できること
261:町名入力を簡易にする入力支援機能があること
262:コードによる町名入力ができること
263:地番の枝番を省いてもその本番以下の全ての物件を検索できること
■家屋_家屋検索_家屋番号検索
264:家屋番号（本番、支番）で検索できること
※本番のみでも支番を持つ物件を含め検索できること
■家屋_家屋検索_検索履歴
265:過去に行なった検索結果を履歴として保持し、参照・再検索できること
※必須でないが前処理者など複数件保持されることが望ましい
■家屋_家屋検索_検索取消機能
266:大量な検索結果がある場合はシステムに負荷がかからない程度の件数で検索を中断して結果を表示し、必
要な場合は継続して検索できること
※検索を中断し、絞込みを要求する機能でも可
■家屋_家屋検索_検索結果表示
267:検索結果を一度に２０件以上表示できること
※複数表示されることが望ましいが20件でなくても可

200:家屋の明細単位に評価情報及び課税情報が照会できること。
■家屋_検索・照会_家屋共通照会
201:家屋の物件を特定する為に、各種のサブウィンドウが画面に表示できること。又、補足の確認画面が表示
できること。
■家屋_検索・照会_家屋検索
202:家屋照会画面より同一義務者の土地照会画面へ移行できること。
■家屋_家屋異動_家屋異動
314:複数地番にまたがる物件が、どの地番でも検索できること。

1610 12.1.9.

償却資産について、資産所在地、屋号等での検索ができること。 ■償却資産_償却資産共通
469:課税台帳・資産明細を指定して検索ができること。
470:資産明細は種類（コード）を指定して検索ができること。
■償却資産_償却資産照会
473:申告情報照会：画面から各課税年度毎の申告情報の照会ができること。
474:宛名検索：納税義務者の氏名・個人番号で検索ができること。
475:税理士名検索：税理士名での検索ができること。
478:課税台帳・課税明細書・義務者情報の照会：課税台帳・課税明細書・義務者情報に記載された全ての情報
の照会ができること。
■償却資産_償却資産照会
480:選択した所有者の申告書内容（市町村決定分の各種価格、評価額、決定価格、課税標準額、特例情報、都
道府県知事、総務大臣決定分の決定価格、課税標準額）の照会ができること｡
481:資産明細の内容（一品ごとの取得価格、取得年月、減価率、帳簿価格、評価額、決定価格、特例情報等）
が照会できること｡

■5.2 評価_5.2.1 評価項目登録【償却】（共通部分）
321:所有者名（漢字、カナ）、住所、生年月日、宛名番号、法人番号、個人番号で該当を検索できる。
322:受付番号で該当を検索できる。
323:検索した該当が償却資産申告管理上に登録されていれば表示することができる。

■償却資産_照会_申告照会
231:義務者が所有している償却資産の申告書情報を照会することができること。
232:所有者を指定して償却課税台帳（当該所有者の決定額等）の内容を照会でき、当該所有者の価格決定情報
（明細書、申告書何れの入力データを優先しているか）や申告状況も合わせて表示できること。
233:選択した所有者の償却資産課税台帳を即時に印刷できること。

■償却_検索_検索キー
311:住所または所在地で検索できること
312:氏名または名称・氏名または名称のカナで検索できること
※氏名または名称の一部で検索できること。
313:宛名番号（個人・法人）で検索できること
314:マイナンバー（個人・法人）で検索できること
315:複数のキーを組み合わせ、複合検索ができること
316:前方一致など曖昧氏名検索、清音処理検索ができること
■償却_検索_検索履歴
317:過去に行なった検索結果を履歴として保持し、参照・再検索できること
※前処理者など複数件保持されることが望ましい（必須でない）

■償却_画面遷移_対応経過
319:検索から対象者を特定し、表示した画面と同一画面又は簡単な操作で、対応経過が表示できること
■償却_画面遷移_送付先
320:検索から対象者を特定し、表示した画面と同一画面又は簡単な操作で、送付先が表示できること

■償却_検索・照会_検索
380:屋号，屋号カナ，資産所在地，資産の名称等で検索ができること。
381:納税者ＩＤ（eLTAX）で検索ができること。
382:受付番号（当初の申告書を発送した際に付番される申告書発送一連番号）で検索ができること。
383:指定する検索条件から所有者の照会（課税情報，申告情報，評価調書，種類別明細，課税種別等）ができ
ること。課税標準の特例情報，減免情報，非課税情報，宛名情報等に遷移できること。
384:指定する検索条件から所有者の照会（課税情報，申告情報，評価調書，種類別明細，課税種別等）ができ
ること。異動履歴情報に遷移できること。
385:償却資産申告について市町村決定分の各種価格，評価額，決定価格，課税標準額，課税標準の特例情報が
表示できること。
また，総務大臣・知事配分価格等決定分の配分価格，課税標準額，所有者の種類ごとの配分価格等の合計額等
が表示できること。
386:償却資産申告について市町村決定分の各種価格，評価額，決定価格，課税標準額，課税標準の特例情報の
履歴が表示できること。
また，総務大臣・知事配分価格等決定分の配分価格，課税標準額，所有者の種類ごとの配分価格等の合計額等
の履歴が表示できること
■償却_検索・照会_照会
387:指定した所有者の償却資産一覧（現年度決定価格，次年度評価額等）が表示できること。

■検索・照会_検索条件
306:償却資産について、資産所在地、屋号、税理士名等での検索ができること。

本要件は12.1.5.に包含されるため削除いたします。 【事務局案】
・本要件は12.1.5.に包含されるため削除いたします。

■償却_画面遷移_物件明細入力画面
321:検索から対象者を特定し、表示した画面と同一画面又は簡単な操作で、物件明細の追加・削除・修正等を
行う画面が表示できること。
■償却_画面遷移_メモ
322:検索から対象者を特定し、表示した画面と同一画面又は簡単な操作で、連絡メモが表示できること。
■償却_画面遷移_納税義務者情報
323:検索から対象者を特定し、表示した画面と同一画面又は簡単な操作で、同一納税義務者の他区での申告状
況、申告種別、合算事業所かどうか、申告受付状況、送付先設定の有無が表示できること
■償却_画面遷移_過年度申告情報
324:検索から対象者を特定し、表示した画面と同一画面又は簡単な操作で、過年度の申告状況が表示できるこ
と
325:検索から対象者を特定し、表示した画面と同一画面又は簡単な操作で、償却申告対象者となった事理由が
表示できること。

■償却_検索・照会_償却資産情報照会
388:義務者単位に申告状況等の義務者に関する情報が画面に表示できること。
照会画面より償却資産申告書、種類別明細書（増加・全資産用）、償却資産計算書が出力できること。
389:義務者単位に申告状況等の義務者に関する情報が画面に表示できること。
■償却_検索・照会_償却一品明細照会
390:一品明細単位に明細情報が画面に表示できること。
■償却_検索・照会_償却課税台帳照会
391:義務者単位に種類別課税台帳情報が画面に表示できること。
照会画面より償却資産課税台帳、償却資産計算書が出力できること。
■償却_検索・照会_償却資産計算書照会
392:義務者単位に償却資産の物品の計算内容が画面に表示できること。
照会画面より償却資産計算書(取得価格と評価額が記載された種類別明細書）が出力できること。

13. 連携機能

13.1. 連携機能

各団体の
要件記載
の見切れ
対策のた
め設けて
いた行
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_04_固定資産税 構成員　WT前ご意見

集計版

要件の考え方・根拠 検討項目（論点案） 検討項目（論点）機能名称 仕様書たたき台
業務フロー
との対応

B市 C市 D市 E市 H市 I市

選定地方団体_機能要件 標準化候補検討

1620 13.1.1.
他システムデー
タ取り込み

他システムからデータを取り込めること。

・住民基本台帳システム（住民記録情報、異動情報、生活保護情報）
・土地GISシステム（土地異動情報）
・家屋評価システム（画地情報、土地評価結果情報）
・農地台帳システム（農地転用情報）
・公図管理システム（公図管理番号情報）
・公有財産管理システム（土地所有者情報）

標準化検討にあたり、他システムとの連携機能もオプション機能等として要件化する必要があります。
固定資産税システムで連携データを受け取る場合は、基本的に標準化検討対象となります。

・他業務との連携において、一般財団法人全国地域情報化推進協会が定める「自治体業務アプリケーションユニット標準仕様V3.3」における業務ユニット（別紙参照）に
おいて固定資産税システム側で管理している情報があればご教示ください。（別紙②　回答様式にてご回答ください。）

・サブシステムを運用している自治体に確認いたします。固定資産税システム側で管理している情報があればご教示ください。（別紙③　回答様式にてご回答くださ
い。）

・各団体の運用を踏まえて、次のとおり修正いたします。
「次の他システムと連携できること。
　凡例　・システム名（参照・保持の別）
　　　　 -連携する情報
・土地評価システム（保持）
-画地情報
-評価情報
-標準宅地情報
-路線情報
-状況類似地区情報
-都市計画道路情報
-市街化区域情報
-農振農用地情報

・GISシステム（保持）
-画地情報
-現況情報
-標準宅地情報
-路線調査情報
-鉄軌道調査情報

・家屋評価システム（保持）
-評価情報

・eLTAX（参照）
-償却資産申告書
-利用者情報　」

見切れの
ため行追
加

・次の要件を本要件の下に追加いたします。
「次の他業務システムと連携し、各情報を参照または保持できること。
　凡例　　他システム名：連携する情報：参照・保持の別

軽自動車税：課税情報：参照
個人住民税：課税情報：参照
戸籍：戸籍情報：参照
国民健康保険：資産情報：保持
収滞納管理：収納情報、口座情報：参照
住登外管理：住登外・法人情報：保持４団体、参照３団体
住民基本台帳：納税義務者情報：参照
生活保護：生活保護の資格情報：保持
法人住民税：課税情報：参照
都道府県事業税：（法人事業税情報）：参照
都道府県事業税：（個人事業税情報）：参照　　」

1630 13.1.1.
他システムデー
タ連携データ作
成

他システム向け連携データを作成できること。

・証明発行システム（証明情報）
・収納システム（調定情報）

固定資産税業務以外で必要となる連携データの作成機能は、標準化検討対象外となるため、削除といたします。
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